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公益財団法人 特別区協議会 

 概  要  

 

 特別区協議会（以下「本協議会」という。）は、自治に関する調査研究及び普及啓発、東京区政

会館の管理運営並びに特別区の事務事業の支援に関する事業を行い、特別区の連携及び円滑な自

治の運営とその発展に寄与することを目的とする公益財団法人である。 

 昭和22年5月1日、特別区の連絡調整を図り、相提携して円滑なる自治の運営とその発展を期す

ることを目的とする任意団体として発足し、その後、独自の会館（九段下に設置。以下「旧東京

区政会館」という。）取得と合わせて、昭和25年2月から実施した特別区有物件災害共済事業を地

方自治法第263条の2の規定に基づく事業とするため、本協議会を法人化する必要が生じ、昭和26年

3月29日東京都知事の許可を得て民法第34条に基づく財団法人特別区協議会となった。 

 設立以来、一貫して、特別区政の進展に寄与してきた。特に昭和27年の区長公選制の廃止に対

する反対運動、昭和40年の福祉関係事務を中心とする大幅な区への事務移管、昭和50年の区長公

選制の実現、保健所関係・都市計画関係の事務を中心とする区への事務移管等において資料の収

集、調査研究等に実績をあげた。 

 また、新規事業として、昭和52年度から特別区文化体育会の事務を、昭和54年度からは、特別

区自治体総合賠償責任保険の事務取扱いを開始した。 

 さらに、昭和55年度には、各区への情報提供を目的として資料室（平成2年度に江東区木場に移

転）を、昭和62年度には特別区の制度改革の推進を目的として制度改革推進室（平成8年度より制

度改革実施準備室、平成10年度より制度改革室に改編）を、平成4年度には、特別区の事務事業に

係る法律上の紛争の調査・研究等を目的として法務調査室を、平成9年10月には現在の東京区政会

館の建設を目的として自治会館（仮称）建設準備室を、平成11年度には平成12年4月からの清掃事

業の移管準備のため、清掃事業共同処理準備委員会事務局を設置した。 

 なお、平成12年4月には、都区制度改革の実現により、制度改革室及び清掃事業共同処理準備委

員会事務局は廃止となった。 

 平成13年4月には、新たな任意団体として、特別区長会事務局及び特別区議会議長会事務局が設

立されたことにより、調査部、議事第一部及び議事第二部が廃止された。 

 平成15年6月10日には、昭和56年に設置された特別区政懇談会を発展的に解消の上、特別区制度

調査会が発足し、その後、第一次特別区制度調査会報告、第二次特別区制度調査会報告の取りま

とめが行われた。平成20年5月には、第二次制度調査会報告『「都の区」の制度廃止と「基礎自治

体連合」』(平成19年12月)を踏まえ、今後の特別区のあり方等の検討に関する助言を得るための特

別区制度懇談会が設置された。 

 平成17年6月に新たな東京区政会館が落成し、本協議会は、九段下から飯田橋に移転した。この

移転に合わせて資料室を木場から移転して改編し、区民をはじめ不特定多数の者を対象とした自

主公益事業を実施する場所として特別区自治情報・交流センターを開設した。 

 旧東京区政会館別館の建物と用地については、平成19年4月1日に千代田区に売却し、同本館に

ついては、リニューアル工事を実施後、平成19年10月から共同研修の場として活用することとし、

特別区人事・厚生事務組合に貸与し、特別区職員研修所の利用を開始した。 

平成20年12月に公益法人制度改革関連3法が施行され、本協議会は特例民法法人へ移行し、その 
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後、公益認定基準に則して役員、機関、組織体制及び資産・収支等の見直しを行い、公益財団へ

の移行認定を申請し、平成22年3月23日に東京都の認定を受け、平成22年4月1日に公益財団法人と

なった｡ 

 平成31年4月からは、特別区長会からの委嘱を受け、「特別区長会調査研究機構」の事務局を受

嘱し、事業部においてその事務を行っている。 

 令和4年7月、九段下に東京区政会館別館がしゅん工した。共同研修の場として利用できるよう

特別区人事・厚生事務組合に貸与し、特別区職員研修所として令和4年10月から研修を開始してい

る。 
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 機  構  

 

１ 概 説 

 法人の基本的事項について意思決定を行う機関として評議員会が置かれ、法人の業務執行に

関する意思決定をする機関として理事会が置かれている。また、理事の業務執行を監督する機

関として監事が置かれている。 

 

組織図（令和7年4月1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 評議員会 

評議員会は、法人の基本的事項について意思決定を行う機関で、すべての評議員をもって構

成している。決議事項は、役員（理事・監事）の選任、計算書類の承認、定款の変更等である。

定時評議員会を毎事業年度終了後3か月以内に1回開催するほか、必要がある場合に開催する。 

 

 評議員会の開催状況（令和6年度） 

 開催日 議案等 
議 案 等 の 種 類 別 内 訳 

決算 予算 規程 人事 計画 報告 資産 その他 

定  時 6月26日 4件 1   1  2   

副 参 事

自治体連携
担 当 課 長

研 究 企 画
担 当 課 長

法務担当課長

副 参 事

事 業 部

自治体連携事業（オール東京62市区町村共同事業、特別区全国連携
プロジェクト等）

調査研究課
特別区自治情報・交流センターの運営
特別区の自治に関する調査研究
特別区の自治に関する情報の収集、提供

特別区の事務事業に係る法律上の紛争の調査研究
紛争の解決に要する費用の立替

情報政策推進課 広報、電子情報処理の管理運営

会館管理課 東京区政会館の建物管理・収支計画・テナント管理

監

事 監査事務局 監査

特別区長会調査研究機構事務局の業務

法務調査室

資金の管理

事業推進課
特別区自治情報・交流センターの管理
特別区の自治に関する普及啓発
庶務

理

事

長

常
務
理
事

事
務
局
長

評

議

員

会

総 務 課
評議員会、理事会、契約、文書、人事、給与、区有物件の損害補てん
事務、特別区自治体総合賠償責任保険に関する事務、庶務

公益財団法人東京都区市町村振興協会の業務支援

総 務 部 企画財政課 企画及び調整、予算、財産管理

理

事

会

資 金 管 理
担 当 課 長

 

 

 機  構  

 

１ 概 説 

 法人の基本的事項について意思決定を行う機関として評議員会が置かれ、法人の業務執行に

関する意思決定をする機関として理事会が置かれている。また、理事の業務執行を監督する機

関として監事が置かれている。 

 

組織図（令和7年4月1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 評議員会 

評議員会は、法人の基本的事項について意思決定を行う機関で、すべての評議員をもって構

成している。決議事項は、役員（理事・監事）の選任、計算書類の承認、定款の変更等である。

定時評議員会を毎事業年度終了後3か月以内に1回開催するほか、必要がある場合に開催する。 

 

 評議員会の開催状況（令和6年度） 

 開催日 議案等 
議 案 等 の 種 類 別 内 訳 

決算 予算 規程 人事 計画 報告 資産 その他 

定  時 6月26日 4件 1   1  2   
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３ 理事会 

   理事会は法人の業務執行に関する意思決定機関で、すべての理事をもって構成する。決定事

項は事業計画・予算の承認、事業報告・決算の承認、評議員候補者の推薦、規程の制定・改廃

等である。 

 

 理事会開催状況（令和6年度） 

 開催日 議案等 
議 案 等 の 種 類 別 内 訳 

決算 予算 規程 人事 計画 報告 資産 その他 

第 1 回 

第 2 回 

第 3 回 

第 4 回 

 5月16日 

6月27日（書面決議） 

11月15日 

 2月17日 

14件 

1 

5 

13 

1 

 

 

 

 

 

 

1 

2 

 

1 

6 

4 

1 

 

 

 

 

 

1 

6 

 

3 

 

 

 

 

 

1 

 

1 

5 

計  33 1 1 9 5 1 9  7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 定時評議員会（令和6年6月26日） 

議案 
番号 

議       案 内                  容 

報告 
1 

令和5年度事業報告 令和5年度に実施した諸事業に係る実績等を報告 

報告 
2 

令和5年度資金の運用実績
報告 

運 用 積 立 金  11,229,864,879円 
運 用 利 子    47,814,209円 
運  用  先 みずほ銀行 ほか9社 

議案 
1 

令和5年度決算 令和5 年度決算を承認 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

議案 
2 

理事及び監事の選任につい
て 

理事及び監事の任期満了により、後任の理事及び監事を選任 
 

 

 

【貸借対照表】 （単位：千円）

科目 金額 

資産 42,121,343 

負債 524,388 

正味財産 41,596,955 

【正味財産増減計算書】 （単位：千円）

科目 金額 

経常収益 1,737,776 

経常費用 1,860,541 

当期経常増減額 △ 122,765

当期経常外増減額 0 

法人税等 70 

当期一般正味財産増減額 △ 122,835

一般正味財産期首残高 41,719,790 

一般正味財産期末残高 41,596,955 

当期指定正味財産増減額 0 

指定正味財産期首残高 0 

指定正味財産期末残高 0 

正味財産期末残高 41,596,955 
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３ 理事会 

   理事会は法人の業務執行に関する意思決定機関で、すべての理事をもって構成する。決定事

項は事業計画・予算の承認、事業報告・決算の承認、評議員候補者の推薦、規程の制定・改廃

等である。 

 

 理事会開催状況（令和6年度） 

 開催日 議案等 
議 案 等 の 種 類 別 内 訳 

決算 予算 規程 人事 計画 報告 資産 その他 

第 1 回 

第 2 回 

第 3 回 

第 4 回 

 5月16日 

6月27日（書面決議） 

11月15日 

 2月17日 

14件 

1 

5 

13 

1 

 

 

 

 

 

 

1 

2 

 

1 

6 

4 

1 

 

 

 

 

 

1 

6 

 

3 

 

 

 

 

 

1 

 

1 

5 

計  33 1 1 9 5 1 9  7 
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議案 
4 

公益財団法人特別区協議

会印章規程の一部を改正

する規程 

 

文書事務の電子化に伴い、印章の取扱いに係る関係規定を
整備 

議案 
5 

評議員選定委員会委員の

選任について 

評議員選定委員会委員の任期満了に伴い、後任委員の選任
を決定 

議案 
6 

評議員候補者の推薦につ

いて 

評議員の補欠選任のため、後任評議員候補者13人を評議員
選定委員会に推薦 

議案 
7 

理事及び監事候補者の推

薦について 

理事及び監事の任期満了のため、後任理事候補者7人及び監
事候補者2人を定時評議員会に推薦 

議案 
8 

特別区制度懇談会委員の

委嘱について 

特別区制度懇談会委員の委嘱を承認 

議案 
9 

令和 6 年度定時評議員会

の開催について 

令和6年度定時評議員会の日時及び場所並びに議事に付す
べき事項を決定 

報告 
5 

代表理事及び業務執行理
事の職務執行状況の定期
報告（令和5年11月～令和6
年4月）について 

定款第22条第3項の規定に基づき、理事長及び常務理事の令
和5年11月1日から令和6年4月30日までの職務の執行状況を
理事会に報告 

 

第2回理事会（令和6年6月26日書面同意書によるみなし決議） 

議案 

番号 
議              案 内                 容 

議案 
1 

役付理事の選定について 吉住 健一氏を理事長に、入澤 幸氏を常務理事に選
定 

 

第3回理事会（令和6年11月15日） 

議案 

番号 
議              案 内                 容 

議案 
1 

公益財団法人特別区協議会役員
等の職務権限に関する規程の一
部を改正する規程 

職務権限の行使に係る文書事務を電子化したことに
伴い、事案の決定方式及び決定関与の方式に係る関係
規定の改正を行うことを決定 

議案 
2 

「大森彌記念文庫」の創設につい
て 

大森彌氏の各種著作物及び寄贈を受けた蔵書等を一
般に公開する場として、「大森彌記念文庫」を創設す
ることを決定 

報告 
1 

令和6年度上半期事業報告 令和6年度上半期に実施した諸事業に係る実績等を報
告 

報告 
2 

東京区政会館2階商業区画のテナ
ント選定状況について 

東京区政会館２階商業区画について、公募型プロポー
ザルによるテナント選定状況を報告 
 

報告 
3 

代表理事及び業務執行理事の職
務執行状況の報告（令和6年5月～
令和6年10月）について 

定款第22条第3項の規定に基づき、理事長及び常務理
事の令和6年5月1日から令和6年10月31日までの職務
の執行状況を理事会に報告 

 

 

 

 

第1回理事会（令和6年5月16日）  

議案 

番号 
議     案 内                 容 

議案 
1 

令和5年度事業報告 令和5年度に実施した諸事業に係る実績等を報告 

報告 
1 

令和5年度資金の運用実績
報告 

運用対象資金 11,229,864,879円 
運 用 利 子   47,814,209円 
運  用  先 みずほ銀行 ほか9社 

議案 
2 

令和5年度決算 令和5 年度決算を承認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

報告 
2 

東京区政会館貸付契約の
更新について 

東京都後期高齢者医療広域連合の東京区政会館貸付契約の満了に

伴い、契約書の更新に係る条項の適用により自動更新したことを

報告 

報告 
3 

東京区政会館２階商業区
画の貸付について 

東京区政会館２階商業区画について、事業者より契約辞退の意向

が示されたことを報告 

報告 
4 

東京区政会館建物管理運
営業務委託の事業者選定
について 

長期継続契約である東京区政会館建物管理運営業務委託につい

て、本年夏頃から来年度以降の業務委託に係る事業者選定を進め

ることを報告 

議案 
3 

公益財団法人特別区協議
会文書管理規程の一部を
改正する規程 

文書等の収受、起案、決裁、施行及び廃棄に至る文書事務
の電子化に係る関係規定を整備 

 

【貸借対照表】 （単位：千円）

科目 金額 

資産 42,121,343 

負債 524,388 

正味財産 41,596,955 

【正味財産増減計算書】 （単位：千円）

科目 金額 

経常収益 1,737,776 

経常費用 1,860,541 

当期経常増減額 △ 122,765

当期経常外増減額 0 

法人税等 70 

当期一般正味財産増減額 △ 122,835

一般正味財産期首残高 41,719,790 

一般正味財産期末残高 41,596,955 

当期指定正味財産増減額 0 

指定正味財産期首残高 0 

指定正味財産期末残高 0 

正味財産期末残高 41,596,955 
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議案 
4 

公益財団法人特別区協議

会印章規程の一部を改正

する規程 

 

文書事務の電子化に伴い、印章の取扱いに係る関係規定を
整備 

議案 
5 

評議員選定委員会委員の

選任について 

評議員選定委員会委員の任期満了に伴い、後任委員の選任
を決定 

議案 
6 

評議員候補者の推薦につ

いて 

評議員の補欠選任のため、後任評議員候補者13人を評議員
選定委員会に推薦 

議案 
7 

理事及び監事候補者の推

薦について 

理事及び監事の任期満了のため、後任理事候補者7人及び監
事候補者2人を定時評議員会に推薦 

議案 
8 

特別区制度懇談会委員の

委嘱について 

特別区制度懇談会委員の委嘱を承認 

議案 
9 

令和 6 年度定時評議員会

の開催について 

令和6年度定時評議員会の日時及び場所並びに議事に付す
べき事項を決定 

報告 
5 

代表理事及び業務執行理
事の職務執行状況の定期
報告（令和5年11月～令和6
年4月）について 

定款第22条第3項の規定に基づき、理事長及び常務理事の令
和5年11月1日から令和6年4月30日までの職務の執行状況を
理事会に報告 

 

第2回理事会（令和6年6月26日書面同意書によるみなし決議） 

議案 

番号 
議              案 内                 容 

議案 
1 

役付理事の選定について 吉住 健一氏を理事長に、入澤 幸氏を常務理事に選
定 

 

第3回理事会（令和6年11月15日） 

議案 

番号 
議              案 内                 容 

議案 
1 

公益財団法人特別区協議会役員
等の職務権限に関する規程の一
部を改正する規程 

職務権限の行使に係る文書事務を電子化したことに
伴い、事案の決定方式及び決定関与の方式に係る関係
規定の改正を行うことを決定 

議案 
2 

「大森彌記念文庫」の創設につい
て 

大森彌氏の各種著作物及び寄贈を受けた蔵書等を一
般に公開する場として、「大森彌記念文庫」を創設す
ることを決定 

報告 
1 

令和6年度上半期事業報告 令和6年度上半期に実施した諸事業に係る実績等を報
告 

報告 
2 

東京区政会館2階商業区画のテナ
ント選定状況について 

東京区政会館２階商業区画について、公募型プロポー
ザルによるテナント選定状況を報告 
 

報告 
3 

代表理事及び業務執行理事の職
務執行状況の報告（令和6年5月～
令和6年10月）について 

定款第22条第3項の規定に基づき、理事長及び常務理
事の令和6年5月1日から令和6年10月31日までの職務
の執行状況を理事会に報告 
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４ 役員及び評議員 

(1) 理 事 

 理事は、理事会を構成し、法令及び定款で定めるところにより、職務を執行する機関であ

る。 

定数は、3人以上7人以内で、任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までである。 

 理事の中から、代表理事である理事長と業務執行理事である常務理事を理事会で選定して

いる。 

(2) 監 事 

 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成する機

関である。 

定数は、2人以内で、任期は、理事と同様である。 

(3) 評議員 

 評議員は、法人の基本的事項について意思決定を行う機関である評議員会を構成する機関

である。定数は、3人以上16人以内で、任期は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時評議員会の終結の時までである。 

  

 

５ 評議員選定委員会 

  評議員の選任を行うため、公益財団法人特別区協議会評議員選定委員会を設置している。 

(1) 評議員選定委員会委員 

評議員1名、監事1名、事務局職員1名、外部委員（学識経験者等）2名で委員会を構成して

いる。任期は2年である。 

(2) 開催状況 

  第1回（令和6年6月21日） 

    令和6年5月16日開催の第1回理事会で推薦された評議員候補者13名を選任した。 

   

 

 

第4回理事会（令和7年2月17日） 

議案 

番号 
議              案 内                 容 

議案 

1 

令和7年度事業計画 令和7年度事業計画を決議 

議案 

2 

令和7度収支予算 令和7年度収支予算について決議 

 収入額  1,868,819千円 

 支出額  2,272,371千円 

議案 

3 

令和7年度資金調達及び設備投資の

見込みについて 

令和7年度資金調達及び設備投資の見込みについて決議 

議案 

4 

令和7年度資金の管理運用方針につ

いて 

令和7年度資金の管理運用方針を決議 

議案 

5 

公益財団法人特別区協議会契約事務

規程の一部を改正する規程 

ダンピング等による質の低下を防ぐため、最低制限価

格の率を引き上げ、また、その他契約事務の適正管理

に向けた所要の規定を整備 

刑法等の一部を改正する法律により、懲役及び禁錮が

廃止され、これらに代えて拘禁刑が創設されることに

伴い、関係規定を整備 

議案 

6 

公益財団法人特別区協議会就業規

則の一部を改正する規程 

 

①子育て部分休暇の新設及び「育児休業、介護休業等育児

又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世

代育成支援対策推進法の一部を改正する法律」の施行に

伴う関係規定の整備 

②刑法等の一部を改正する法律により、懲役及び禁錮が廃

止され、これらに代えて拘禁刑が創設されることに伴い、

関係規定を整備 

議案 

7 

公益財団法人特別区協議会非常勤職

員規程の一部を改正する規程 

 

 

子育て部分休暇の新設及び「育児休業、介護休業等育児又

は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育

成支援対策推進法の一部を改正する法律」の施行に伴う関

係規定の整備 

議案 

8 

公益財団法人特別区協議会文書管理

規程の一部を改正する規程 

①行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律の一部改正に伴い、関係規定

を整備 

②電子決裁方式に対応した文書等の収受、起案、決裁、

施行及び廃棄について、より実態に即した形に規定

を整備 

議案 

9 

公益財団法人特別区協議会役員等

の職務権限に関する規程の一部を

改正する規程 

事務分担の変更に伴い、事案の決定権者に係る規定を改め

るとともに、事案の決定関与の臨時代行に係長及び主査が

不在の場合の規定を設ける等関係する規定を整備 

議案 

10 

公益財団法人特別区協議会預り敷

金引当資産の設定、管理及び処分

に関する規程の一部を改正する規

程 

運用益の処理方法の変更に伴い、関係規定を整備するとと

もに、定期借家契約における敷金の取扱いに係る規定を新

設 

議案 

11 

東京区政会館２階商業区画の貸付

について 

東京区政会館2階商業区画の貸付について、東京区政会館管

理規程第10条に基づき第三者への貸付を承認 

議案 

12 

東京区政会館建物管理運営業務委

託の契約について 

東京区政会館建物管理運営業務委託について、公募型プロ

ポーザル方式により選定した事業者との契約締結について

承認 

議案 

13 

東京区政会館情報ネットワーク再

構築業務委託の契約について 

東京区政会館情報ネットワークシステムの再構築業務委託

について、指名型プロポーザル方式により選定した事業者

との契約締結について承認 
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４ 役員及び評議員 

(1) 理 事 

 理事は、理事会を構成し、法令及び定款で定めるところにより、職務を執行する機関であ

る。 

定数は、3人以上7人以内で、任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までである。 

 理事の中から、代表理事である理事長と業務執行理事である常務理事を理事会で選定して

いる。 

(2) 監 事 

 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成する機

関である。 

定数は、2人以内で、任期は、理事と同様である。 

(3) 評議員 

 評議員は、法人の基本的事項について意思決定を行う機関である評議員会を構成する機関

である。定数は、3人以上16人以内で、任期は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時評議員会の終結の時までである。 

  

 

５ 評議員選定委員会 

  評議員の選任を行うため、公益財団法人特別区協議会評議員選定委員会を設置している。 

(1) 評議員選定委員会委員 

評議員1名、監事1名、事務局職員1名、外部委員（学識経験者等）2名で委員会を構成して

いる。任期は2年である。 

(2) 開催状況 

  第1回（令和6年6月21日） 

    令和6年5月16日開催の第1回理事会で推薦された評議員候補者13名を選任した。 

   

 

 

４ 役員及び評議員 

(1) 理 事 

 理事は、理事会を構成し、法令及び定款で定めるところにより、職務を執行する機関であ

る。 

定数は、3人以上7人以内で、任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までである。 

 理事の中から、代表理事である理事長と業務執行理事である常務理事を理事会で選定して

いる。 

(2) 監 事 

 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成する機

関である。 

定数は、2人以内で、任期は、理事と同様である。 

(3) 評議員 

 評議員は、法人の基本的事項について意思決定を行う機関である評議員会を構成する機関

である。定数は、3人以上16人以内で、任期は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時評議員会の終結の時までである。 

  

 

５ 評議員選定委員会 

  評議員の選任を行うため、公益財団法人特別区協議会評議員選定委員会を設置している。 

(1) 評議員選定委員会委員 

評議員1名、監事1名、事務局職員1名、外部委員（学識経験者等）2名で委員会を構成して

いる。任期は2年である。 

(2) 開催状況 

   第1回（令和6年6月21日） 

   令和6年5月16日開催の第1回理事会で推薦された評議員候補者13名を選任した。 
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６ 職員構成（令和7年4月1日現在） 

 

職職員員構構成成（（令令和和77年年44月月11日日現現在在））

総
務
課

企
画
財
政
課

情
報
政
策
推
進
課

会
館
管
理
課

(

資
金
管
理
担
当

)

事
業
推
進
課

調
査
研
究
課

職員数 1 1

うち再任用職員数 1 1

うち派遣職員数

職員数 1 1 1 1 4

うち再任用職員数 1 1

うち派遣職員数 (1) (1)

職員数 1 2 2 5

うち再任用職員数

うち派遣職員数

職員数 2 5 4 11

うち再任用職員数

うち派遣職員数 (1) (1)

職員数 1 4 9 7 21

うち再任用職員数 1 1 2

うち派遣職員数 (2) (2)

22 6 6 7 19 3 63

注1

2

3

　上表の再任用職員とは、暫定再任用職員のことをいう。

　暫定再任用職員は２名で、２名ともフルタイム勤務である。

  （   ）内は、特別区人事・厚生事務組合からの派遣研修の職員数の内書である。

4   その他の併任職員とは、特別区人事・厚生事務組合及び特別区競馬組合の職員で、特別区協
議会の事務のほか、それぞれの団体の事務に従事している職員である。

監
査
事
務
局

合
計

その他の
併任職員

総務部 事業部

法
務
調
査
室

部     長

課　　長

課長補佐
及び係長

主　　　任
及び係員

合    計

 財  政  

 

１ 概 説 

本協議会の会計は、「公益目的事業会計」「収益事業等会計」「法人会計」の3会計で経理している。 

公益目的事業会計は、「公1事業：特別区の自治に関する調査研究及び普及啓発事業並びに特別

区民等の住民福祉の向上に資する知識、教養の普及に関する事業」、「公2事業：特別区有物件の火

災等による損害の補てん事業」、「公3事業：特別区の共同事業の執務及び特別区の連携協議等の場

としての東京区政会館等の管理運営事業」の3事業に、収益事業等会計は、「収1事業：東京区政会

館の一部を商業テナント等に賃貸する事業」、「他1事業：特別区が連携して実施する事務を支援す

る事業」の2事業にそれぞれ区分している。 

 

２ 令和７年度予算編成の考え方 

本協議会は、公益財団法人として健全な法人運営を遂行するとともに、その目的である「特別

区の連携及び円滑な自治の運営とその発展に寄与する」ため、積極的な事業展開と情報発信に取

り組んでいるところである。 

今後も引き続き、自治に関する調査研究、情報の提供、普及啓発等の事業を効果的に展開する

ほか、東京区政会館及び東京区政会館別館については、中長期保全計画に基づき適正な予防保全

と計画的かつ効率的な改修を実施し、長期にわたり良好に維持管理していかなければならない。 

一方、本協議会が保有する預金及び債券における運用益や助成金収入等は増加しているもの

の、中長期保全計画の実施においては建設物価の高騰に伴う工事費の大幅な増加が見込まれ、さ

らに、デジタル化に向けたシステム調達経費の増加等、本協議会の資金管理及び財政運営は非常

に厳しい。 

また、23区においては、人口減少・少子高齢化への対策、DXの推進等の喫緊の課題が山積し、

行政需要は増加の一途をたどっており、さらには、海外情勢や円安を背景とした物価等の高騰が

支出の増加に拍車をかけている。税収は堅調に推移しているものの、不合理な税制改正による影

響は年々その減収規模が増大しており、先行きは予断を許さない状況にある。 

今後も、職員一人ひとりが23区の負託に応えることを意識しながら、公益財団法人として公益

に有意な事業を展開し続けるためには、「特別区協議会の事業運営に関する検討会」で取りまと

めた特別区協議会の基本コンセプトに基づく今後の方向性・展望の視点を十分踏まえ、事業のあ

り方及び実施方法等について検討し、効果的・効率的な事業運営に努める必要がある。この実現

に向けては、各事業の実績規模、優先度及び予算の妥当性の検証が欠かせない。 

以上の考え方を踏まえ、令和7年度実施事業の計画に基づいた予算編成を行った。 

 

３ 令和７年度予算（概要） 

(1) 事業活動 

 〔主な収入〕 

基本財産、特定資産の運用収入、公益財団法人東京都区市町村振興協会助成金、東京区政会

館（飯田橋）及び東京区政会館別館（九段下）の入居団体からの負担金等を計上した。 

 〔主な支出〕 

ア 調査研究事業経費 

特別区制度の調査研究及び自主研究に要する経費並びに特別区の事務事業に係る法律上の紛

争の調査研究等に要する経費を計上した。 
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 財  政  

 

１ 概 説 

本協議会の会計は、「公益目的事業会計」「収益事業等会計」「法人会計」の3会計で経理している。 

公益目的事業会計は、「公1事業：特別区の自治に関する調査研究及び普及啓発事業並びに特別

区民等の住民福祉の向上に資する知識、教養の普及に関する事業」、「公2事業：特別区有物件の火

災等による損害の補てん事業」、「公3事業：特別区の共同事業の執務及び特別区の連携協議等の場

としての東京区政会館等の管理運営事業」の3事業に、収益事業等会計は、「収1事業：東京区政会

館の一部を商業テナント等に賃貸する事業」、「他1事業：特別区が連携して実施する事務を支援す

る事業」の2事業にそれぞれ区分している。 

 

２ 令和７年度予算編成の考え方 

本協議会は、公益財団法人として健全な法人運営を遂行するとともに、その目的である「特別

区の連携及び円滑な自治の運営とその発展に寄与する」ため、積極的な事業展開と情報発信に取

り組んでいるところである。 

今後も引き続き、自治に関する調査研究、情報の提供、普及啓発等の事業を効果的に展開する

ほか、東京区政会館及び東京区政会館別館については、中長期保全計画に基づき適正な予防保全

と計画的かつ効率的な改修を実施し、長期にわたり良好に維持管理していかなければならない。 

一方、本協議会が保有する預金及び債券における運用益や助成金収入等は増加しているもの

の、中長期保全計画の実施においては建設物価の高騰に伴う工事費の大幅な増加が見込まれ、さ

らに、デジタル化に向けたシステム調達経費の増加等、本協議会の資金管理及び財政運営は非常

に厳しい。 

また、23区においては、人口減少・少子高齢化への対策、DXの推進等の喫緊の課題が山積し、

行政需要は増加の一途をたどっており、さらには、海外情勢や円安を背景とした物価等の高騰が

支出の増加に拍車をかけている。税収は堅調に推移しているものの、不合理な税制改正による影

響は年々その減収規模が増大しており、先行きは予断を許さない状況にある。 

今後も、職員一人ひとりが23区の負託に応えることを意識しながら、公益財団法人として公益

に有意な事業を展開し続けるためには、「特別区協議会の事業運営に関する検討会」で取りまと

めた特別区協議会の基本コンセプトに基づく今後の方向性・展望の視点を十分踏まえ、事業のあ

り方及び実施方法等について検討し、効果的・効率的な事業運営に努める必要がある。この実現

に向けては、各事業の実績規模、優先度及び予算の妥当性の検証が欠かせない。 

以上の考え方を踏まえ、令和7年度実施事業の計画に基づいた予算編成を行った。 

 

３ 令和７年度予算（概要） 

(1) 事業活動 

 〔主な収入〕 

基本財産、特定資産の運用収入、公益財団法人東京都区市町村振興協会助成金、東京区政会

館（飯田橋）及び東京区政会館別館（九段下）の入居団体からの負担金等を計上した。 

 〔主な支出〕 

ア 調査研究事業経費 

特別区制度の調査研究及び自主研究に要する経費並びに特別区の事務事業に係る法律上の紛

争の調査研究等に要する経費を計上した。 
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イ 情報提供事業経費 

特別区の自治に関する各種資料の収集・管理・提供、調査研究の成果及び統計資料に関する

刊行物の発行に要する経費を計上した。 

ウ 普及啓発事業経費 

特別区の自治に関連する講演会・講座・イベントの実施、23区等紹介の企画展示、東京都立

大学との共同事業等に要する経費を計上した。 

エ 特別区全国連携プロジェクト事業経費 

  都市交流事業の一環として、特別区や特別区長会と連携しながら実施する特別区全国連携プ

ロジェクトに関する事業経費を計上した。 

オ オール東京62市区町村共同事業経費 

62市区町村共同事業推進会議により決定された「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」の

企画運営に要する経費を計上した。 

カ 特別区長会調査研究機構事務経費 

  特別区長会調査研究機構事務に要する経費を計上した。 

キ センター管理事業経費 

特別区自治情報・交流センター（東京区政会館3階・4階）の管理に要する経費を計上した。 

ク 広報事業経費 

「区政会館だより」及び「事業概要」の発行、広報活動等に要する経費を計上した。 

ケ IT事業経費 

東京区政会館等におけるネットワーク構築・運用・保守委託、インターネット接続及び地方

行財政調査会Web会員会費等に要する経費を計上した。 

コ 特別区有物件の火災等による損害の補てん事業経費 

特別区の区有物件を対象とする火災共済事業の損害共済金支払、再保険加入等に要する経費

を計上した。 

サ 特別区自治体総合賠償責任保険事業経費 

特別区自治体総合賠償責任保険の契約、保険料分担金の収納、保険料の払込等に要する経費

を計上した。 

シ 自治調整資金立替事業経費 

特別区職員の職務上の任務に起因して発生した事件の解決に要する費用の立替に要する経費

を計上した。 

ス 区政会館管理運営事業経費 

特別区の共同事業の執務、連携協議等の場としての東京区政会館（飯田橋）及び東京区政会

館別館（九段下）の管理運営事業に要する経費を計上した。 

セ 総務管理事業経費 

職員の人件費及び一般管理事務に要する経費を計上した。 

ソ 租税公課 

法人税・固定資産税・消費税等、法人運営に係る諸税の支払に要する経費を計上した。 

タ 監事事務事業経費 

監事報酬及び監査事務に要する経費を計上した。 
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(2) 投資活動 

 〔主な収入〕 

特別区有物件災害共済支払準備資産及び自治調整資金立替準備資産からの取崩収入を計上した。 

 〔主な支出〕 

中長期保全計画に基づく予防保全・改修経費、大規模修繕積立資産等への積立を計上した。 

(3) 財務活動 

 〔主な支出〕 

ＯＡ機器に係るリース債務の返還支出を計上した。 
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７年度予算 ６年度予算 比較増△減額 比較増△減率

2,093,394 1,810,044 283,350 15.7

513,326 545,073 △ 31,747 △ 5.8

138,595 139,232 △ 637 △ 0.5

1,441,473 1,125,739 315,734 28.0

160,282 222,758 △ 62,476 △ 28.0

126,366 189,784 △ 63,418 △ 33.4

33,916 32,974 942 2.9

28,302 27,868 434 1.6

△ 9,607 △ 78,924 69,317 -

2,272,371 1,981,746 290,625 14.7

４　各会計支出予算総括　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　     （単位：千円、％）

会計名

公 益 目 的 事 業 会 計

公 １ 事 業

公 ２ 事 業

公 ３ 事 業

法 人 会 計

内 部 取 引 消 去

計

収 益 事 業 等 会 計

収 １ 事 業

他 １ 事 業

５　特別区分担金収入の推移 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　（単位：千円）

年　　度 ７年度 ６年度 ５年度

金　　額 11,500 11,500 11,500

注　５・６年度は決算額、７年度は予算額
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７年度予算 ６年度予算 比較増△減額 比較増△減率

1,615,953 1,734,717 △ 118,764 △ 6.8

10,491 9,077 1,414 15.6

26,331 20,732 5,599 27.0

1,214,703 1,226,681 △ 11,978 △ 1.0

11,500 11,500 0 0.0

338,551 383,016 △ 44,465 △ 11.6

1 1 0 0.0

4,769 4,786 △ 17 △ 0.4

9,607 78,924 △ 69,317 △ 87.8

89,503 92,350 △ 2,847 △ 3.1

89,503 92,350 △ 2,847 △ 3.1

394,430 56,060 338,370 603.6

2,099,886 1,883,127 216,759 11.5

７年度予算 ６年度予算 比較増△減額 比較増△減率

1,908,236 1,547,720 360,516 23.3

1,908,236 1,547,720 360,516 23.3

調 査 研 究 事 業 経 費 17,493 18,292 △ 799 △ 4.4

情 報 提 供 事 業 経 費 48,122 42,336 5,786 13.7

普 及 啓 発 事 業 経 費 32,444 23,061 9,383 40.7

特別区全国連携プロジェクト事業経費 18,624 21,613 △ 2,989 △ 13.8

オール東京62市区町村共同事業経費 65,030 65,610 △ 580 △ 0.9

特別区長会調査研究機構事務経費 53,462 85,611 △ 32,149 △ 37.6

セ ン タ ー 管 理 事 業 経 費 5,449 4,912 537 10.9

広 報 事 業 経 費 12,772 14,135 △ 1,363 △ 9.6

I T 事 業 経 費 452,594 167,715 284,879 169.9

特別区有物件災害共済事業経費 137,686 138,368 △ 682 △ 0.5

区政会館管理運営事業経費 667,660 578,566 89,094 15.4

総 務 管 理 事 業 経 費 259,834 263,921 △ 4,087 △ 1.5

租 税 公 課 137,066 123,580 13,486 10.9

125,917 195,907 △ 69,990 △ 35.7

114,366 114,366 0 0.0

11,551 81,541 △ 69,990 △ 85.8

14,241 21,417 △ 7,176 △ 33.5

14,241 21,417 △ 7,176 △ 33.5

45,000 45,000 0 0.0

2,093,394 1,810,044 283,350 15.7

６　公益目的事業会計予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （単位：千円、％）

区　　　　　分

事 業 活 動 収 入

基 本 財 産 運 用 収 入

特 定 資 産 運 用 収 入

事 業 収 入

分 担 金 収 入

助 成 金 収 入

寄 付 金 収 入

投 資 活 動 支 出

雑 収 入

繰 入 金 収 入

投 資 活 動 収 入

特 定 資 産 取 崩 収 入

前 期 繰 越 収 支 差 額

計

区　　　　　分

事 業 活 動 支 出

事 業 費 支 出

計

特 定 資 産 取 得 支 出

固 定 資 産 取 得 支 出

財 務 活 動 支 出

リ ー ス 債 務 返 還 支 出

予 備 費 支 出
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７年度予算 ６年度予算 比較増△減額 比較増△減率

158,826 217,863 △ 59,037 △ 27.1

1,657 1,440 217 15.1

137,479 197,636 △ 60,157 △ 30.4

19,637 18,779 858 4.6

53 8 45 562.5

2,501 2,501 0 0.0

2,500 2,500 0 0.0

1 1 0 0.0

578 3,950 △ 3,372 △ 85.4

161,905 224,314 △ 62,409 △ 27.8

７年度予算 ６年度予算 比較増△減額 比較増△減率

145,572 202,408 △ 56,836 △ 28.1

135,965 123,484 12,481 10.1

特別区自治体総合賠償責任保険事業経費 30 30 0 0.0

自治調整資金立替事業経費 2,500 2,500 0 0.0

区政会館管理運営事業経費 60,826 55,035 5,791 10.5

総 務 管 理 事 業 経 費 39,608 38,226 1,382 3.6

租 税 公 課 33,001 27,693 5,308 19.2

9,607 78,924 △ 69,317 △ 87.8

10,710 16,350 △ 5,640 △ 34.5

9,758 9,757 1 0.0

952 6,593 △ 5,641 △ 85.6

4,000 4,000 0 0.0

160,282 222,758 △ 62,476 △ 28.0計

繰 入 金 支 出

予 備 費 支 出

特 定 資 産 取 得 支 出

固 定 資 産 取 得 支 出

区　　　　　分

事 業 活 動 支 出

事 業 費 支 出

投 資 活 動 支 出

雑 収 入

投 資 活 動 収 入

特 定 資 産 取 崩 収 入

計

７　収益事業等会計予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　（単位：千円、％）

区　　　　　分

事 業 活 動 収 入

特 定 資 産 運 用 収 入

事 業 収 入

負 担 金 収 入

前 期 繰 越 収 支 差 額

敷 金 収 入
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７年度予算 ６年度予算 比較増△減額 比較増△減率

11,643 10,196 1,447 14.2

11,355 9,942 1,413 14.2

263 252 11 4.4

25 2 23 1,150.0

16,659 17,672 △ 1,013 △ 5.7

28,302 27,868 434 1.6

７年度予算 ６年度予算 比較増△減額 比較増△減率

25,138 23,531 1,607 6.8

25,138 23,531 1,607 6.8

区政会館管理運営事業経費 9,124 7,938 1,186 14.9

総 務 管 理 事 業 経 費 11,955 11,532 423 3.7

租 税 公 課 182 168 14 8.3

監 事 事 務 事 業 経 費 3,877 3,893 △ 16 △ 0.4

2,075 3,204 △ 1,129 △ 35.2

1,885 1,885 0 0.0

190 1,319 △ 1,129 △ 85.6

89 133 △ 44 △ 33.1

89 133 △ 44 △ 33.1

1,000 1,000 0 0.0

28,302 27,868 434 1.6計

特 定 資 産 取 得 支 出

固 定 資 産 取 得 支 出

財 務 活 動 支 出

リ ー ス 債 務 返 還 支 出

予 備 費 支 出

投 資 活 動 支 出

雑 収 入

前 期 繰 越 収 支 差 額

計

区　　　　　分

事 業 活 動 支 出

管 理 費 支 出

８　法人会計予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　      　（単位：千円、％）

区　　　　　分

事 業 活 動 収 入

基 本 財 産 運 用 収 入

特 定 資 産 運 用 収 入
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事  業  

 
１ 特別区の自治に関する調査研究及び普及啓発事業並びに特別区民等の住民福祉の向上に資す

る知識、教養の普及に関する事業（定款第４条第１項第１号及び第４号） 

 (1) 調査研究事業 

ア 特別区制度の調査研究 

(ア) 特別区制度懇談会（平成20年5月設置） 

第二次特別区制度調査会報告（平成19年12月）『「都の区」の制度廃止と「基礎自治体

連合」の構想』の方向を踏まえ、今後の特別区のあり方等の検討に関する助言を得る。 

a 委員の任期：令和6年6月18日～令和8年6月17日 

b 委員名簿（令和7年7月1日現在） 

 
（よみがな） 

氏   名 
現  職 分  野 

座長 大杉
おおすぎ

  覚
さとる

 

東京都立大学大学院 

法学政治学研究科・法学部教授 
行政学、都市行政論 

副座長 沼尾
ぬ ま お

 波子
な み こ

 東洋大学国際学部教授 財政学、地方財政論 

委員 伊藤
い と う

 正
まさ

次
つぐ

 
東京都立大学大学院 

法学政治学研究科・法学部教授 
行政学、都市行政論 

委員 金井
か な い

 利之
としゆき

 
東京大学大学院 

法学政治学研究科教授 

自治体行政学、 

オランダ行政研究 

（敬称略） 

【令和6年度開催状況】 

開催日 主な内容 

令和6年9月25日 
特別区制度懇談会の今後の運営等について 

大森彌先生追悼記念事業等について 

 

(イ) 特別区制度に関するフォーラム 

特別区協議会研究員を中心に、外部有識者の協力のもと、参加者と情報や知見の共有

を図るほか、多様な人材との交流を行うことを目的として、交流フォーラムを実施する。

フォーラムは３つのテーマを掲げ、自由で開かれたディスカッションを行う。 

     a 研究員名簿（令和7年7月1日現在） 

（よみがな） 

氏   名 
現  職 分  野 

深谷
ふ か や

  健
たけし

 
津田塾大学 

総合政策学部総合政策学科教授 
行政学、政策学 

箕輪
み の わ

 允
まさ

智
とし

 
東洋大学 

法学部企業法学科教授 
地方自治、行政学、政治学 

林
はやし

  嶺那
れ お な

 
法政大学 

法学部政治学科教授 

行政学、行政管理論、 

公共政策論 

（敬称略） 
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b 令和6年度実施状況 

・制度政策フォーラム 

自治体行政を取り巻くタイムリーな課題について、制度や政策という観点から意見・

情報交換を行った。 

開催日 内容及び話題提供者 参加者 

令和 6 年 

7 月 9 日 

・自治体行政の現場におけるデータ利活用の推進 

国立社会保障・人口問題研究所 人口構造研究部第 2 室長 

藤井 多希子 

公共システム政策研究所代表 立石 亨  

25 人 

令和 7 年 

1 月 27 日 

・特別区における EBPM の定着・推進について考える～人材・ 

組織・文化の視点から～ 

国立社会保障・人口問題研究所 人口構造研究部第 2 室長 

藤井 多希子 

10 人 

 

・財政フォーラム 

都区財政調整制度を基本に、地方交付税制度等について意見・情報交換を行った。 

開催日 内容及び話題提供者 参加者 

令和 6 年 

5 月 23 日 

・都区財政調整制度について 

特別区長会事務局参与 志賀 德壽  

・研究者の視点から見た、地方財政制度の中の都区財政調整

制度 

地方財政審議会委員 星野 菜穂子 

17 人 

 

・人事行政フォーラム 

人事行政に関し、特別区の課題や問題意識を踏まえ、国、自治体及び民間企業等の

動向について意見・情報交換を行った。 

開催日 内容及び話題提供者 参加者 

令和 6 年 

6 月 5 日 

・官民間の人材の動向や公務部門における人材のあり方に

ついて 

VOLVE 株式会社代表（慶應義塾大学 総合政策学部准教授、 

ソトナカプロジェクト発起人兼共同代表）  吉井 弘和  

13 人 

令和 6 年 

10 月 15 日 

・公務員の人事異動 

群馬県伊勢崎市職員課長、中野区職員課人事係主査、公正

取引委員会事務総局官房人事課課長補佐 

21 人 

 

※ 特別区制度調査会報告書、特別区制度懇談会実施概要等調査研究事業については、本協議

会ホームページ（https://www.tokyo-23city.or.jp/）において公開している。 

 

イ 自主研究 

特別区制度についての歴史的な経緯及び特別区制度に関する調査研究を行う。 

＜令和6年度実績＞ 

特別区制度研究の基礎資料として後世に残すため、「法制度変遷と関連資料集」をテーマに、

昭和27年地方自治法改正時の国会議事録や逐条解釈等の関連資料を収集し、研究成果の取り

まとめとして、「特別区制度の行路 法制関係資料集 第2期(上) 区長公選廃止」を編集・発行

した。 
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また、区の仕事と特別区制度の関わり等について、職員による研究プロジェクトを開始し、

特別区制度に関する知識習得・理解促進を図った。 

 

ウ 行政課題の調査研究 

特別区長会が設置する特別区長会調査研究機構の事務局事務の委嘱を受け、特別区及び地

方行政に関わる課題について、特別区と連携し、以下のテーマについて調査研究を行う。 

＜令和6年度実績＞ 

令和 6 年度研究テーマ 提案区 

帰宅困難者対策における初動対応体制の確立に向けた取組み 港区 

区民等の理解と信頼を深めるための情報発信のあり方 港区 

生活保護受給者の日常生活上の支援の現状と今後の課題 大田区 

特別区における老朽マンション対策の推進 大田区 

生成ＡＩを活用した特別区におけるＤＸの推進 葛飾区 

 

（ア）調査研究報告書のとりまとめ 

各調査研究テーマの研究成果を報告書としてとりまとめている。 

＜令和6年度実績＞ 

全 1,270 部 （5 テーマをテーマごとに分冊製本）  

配付先：希望区の区長・関係各課、各区議会・各区中心図書館等 

 

（イ）情報収集及び発信事業 

    ホームページの運用、機関紙の発行、調査研究報告会の実施等を行っている。 

＜令和6年度実績＞ 

① 機構専用ホームページの運用（開設：令和2年3月） 

機関紙、調査研究報告書等を掲載し随時情報を発信 

② 機関紙「KiKo」の発行 

第 11 号（2024 年 9 月発行号） 1,200 部 

第 12 号（2025 年 3 月発行号） 1,200 部 

配付先：各区の区長・関係各課、関係団体等 

デジタル発信：機構専用ホームページ掲載 

  

令和 7 年度研究テーマ 提案区 

再開発と合意形成に関する調査研究 台東区 

大規模震災時における発災から復興までの施策立案・実施等に係る内部手

続き等に関する調査研究 
世田谷区 

区民の健康寿命延伸に向けた特別区の施策展開 葛飾区 
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③ 調査研究報告会の実施 

      テーマ数 ６（令和5年度調査研究テーマ） 

      開 催 日 令和6年7月4日（木） 

      会  場 東京区政会館 20 階 

      聴 講 者 延べ 364 人 

          （外 アーカイブ配信視聴回数 2,118 回 令和 7 年 4 月 14 日現在） 

 

(2) 特別区の自治に関する情報の提供事業及び普及啓発事業 

特別区の自治に関する情報の提供事業及び普及啓発事業として、「資料の収集・提供・管理」

「統計情報の提供」「講座・講演会」「企画展示」「東京都立大学との共同事業」「都市交流事

業・特別区全国連携プロジェクト」を実施する。 

 

ア 資料の収集・提供・管理 

（ア）資料の収集・提供・管理 

特別区が発行する行政資料をはじめ、自治に関する資料や東京大都市地域に関する歴史

的資料等を収集・管理し、公開する。所蔵資料の検索・貸出等を効率的に行えるよう、資

料文献検索システムを提供する。 

＜令和6年度実績、蔵書数は年度末＞ 

・蔵書数 122,078冊 ・脱酸性化処理件数 164冊 

・来館者数 13,128人 ・レファレンス件数 1,643件 

・資料の貸出冊数 411冊 

特別区自治情報・交流センターの公式X(旧ツイッター)及びホームページを活用し、特別

区や特別区自治情報・交流センターに係る情報などを発信した。 

（イ）資料の有償頒布 

足立区・荒川区・板橋区・江戸川区・大田区・葛飾区・北区・江東区・品川区・渋谷区・

新宿区・杉並区・墨田区・世田谷区・台東区・中央区・豊島区・練馬区・文京区・港区・

目黒区の21区の刊行物及び当協議会等が発行する資料の有償頒布を行う。 

＜令和6年度実績＞  857冊(特別区121冊、当協議会等736冊) 

 

イ 統計情報の提供 

各行政分野の統計を収録した「特別区の統計」について、ホームページ上で随時、データ

の更新を行い提供する。また、全項目の最新データを収録した冊子「特別区の統計」を発行

する。 

＜令和6年度実績＞ 

特別区の統計（Excel版）令和6年版更新完了（令和7年3月） 

特別区の統計（冊子版） 令和6年版発行（令和7年3月） 

 

令和2年度末で終了した特別区統計情報システムのアーカイブをホームページで公開し

ている。 
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ウ 講座・講演会 

（ア）講座・講演会 

   都民、特別区職員等を対象に、特別区の課題等に関する講座・講演会を実施する。 

＜令和6年度実績＞ 

開催日 内 容 講 師 受講者数 

令和6年 

7月23日～25日 

防災士養成講座 
（特別区職員向け） 

元東京都副知事 
青山 佾 ほか10名 

50人 

令和6年11月25日 

大森彌先生追悼講演会 
特別区の自治・分権
の軌跡とこれからの
特別区職員への期待 

特別区制度懇談会 座長 
東京都立大学大学院法学政
治学研究科・法学部教授 

大杉 覚 

90人 
対面:36人 
ｵﾝﾗｲﾝ:54人 

令和7年3月3日 

大森彌先生追悼講演会 

東京の「2055年」問

題と都区制度の展望 

特別区制度懇談会 委員 
東京都立大学大学院法学政
治学研究科・法学部教授 

伊藤 正次 

41人 

対面:24人 

ｵﾝﾗｲﾝ:17人 

 

（イ）特別区議会議員講演会 

    特別区議会議員を対象に、地方自治や特別区の課題等をテーマにした講演会を実施する。 

   ＜令和6年度実績＞ 

開催日 内 容 講 師 受講者数 

令和6年7月24日 特別区の現状と課題 
特別区長会事務局次長 
宮原 正量 

56人 

令和6年11月5日 

自治体における「こ
どもや若者に関する
取組」の推進につい
て 

杏林大学客員教授・こども
家庭庁参与（前三鷹市長） 
清原 慶子 

65人 

令和7年1月21日 
大都市地域特別区に
おける災害対策 

東京大学教授 
廣井 悠 

83人 

 

（ウ）関係機関との連携による事業 

    都内自治体職員を対象に、東京都公文書館と連携して公文書に関するセミナーを開催する。 

＜令和6年度実績＞ 

開催日 内 容 講 師 受講者数 

令和6年8月28日 
基礎自治体に公文書
館機能を 

東京大学文書館准教授 

森本 祥子 

東京都公文書館課長代理 

西木 浩一 

53人 
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エ 企画展示 

東京区政会館エントランスホール（1階）や特別区自治情報・交流センター（4階）にお

いて、特別区、他自治体等の協力を得て企画展示を行う。 

(ア) 特別区が発行する観光パンフレットのコーナーの設置（常設） 

(イ) 特別区の特色ある施設や観光事業の紹介展示 

(ウ) 特別区自治情報・交流センターが所蔵する資料を活用した企画展示 

(エ) 特別区と他自治体との相互理解・交流を促進する企画展示 

＜令和6年度実績＞ 

 

オ 東京都立大学との共同事業 

  東京都立大学との共同事業として、東京都立大学オープンユニバーシティで各種講座を実

施する。 

   （ア）オープンユニバーシティ講座 

    ①一般講座（東京都立大学オープンユニバーシティ会員を対象とする講座） 

    ②連携講座 

     ・教養講座（一般講座に特別区職員のための受講枠を設けた講座） 

     ・特別講座（企画展示に関連する講座） 

   （イ）専門講座（特別区職員を対象とする職務に関連する講座） 

＜令和6年度実績＞ 

 （ア）①一般講座  292講座・受講者数5,095人 

②連携講座  

   ・教養講座  26 講座・受講者数 653 人（登録会員 458 人、特別区職員 195 人） 

   ・特別講座  2 講座・受講者数 84 人 

（イ）専門講座   2 講座・受講者数 66 人 

   （ウ）子どもの貧困研究のフロンティア定例学術研究会 

             4講座・受講者数171人（一般161人、特別区職員10人） 

展示期間 展示団体 展示テーマ 

令和6年 

5月11日～7月2日 
特別区競馬組合 

東京シティ競馬展～トゥインクルレースの魅力

紹介～ 

令和6年 

9月3日～10月30日 

千代田区・中央

区・江東区・北

区・板橋区 

５区のゆかりから辿る渋沢栄一新一万円札への道

～誕生からお札の顔になるまで～ 

令和6年 

11月2日～12月24日 
東京都公文書館 

アーカイブズって何だ？～東京都公文書館所蔵

資料の形成史 

令和7年 

3月12日～5月7日 
千代田区 

千代田ミュージアムネットワーク誕生 

ミュージアムに出かけよう！文化・芸術の集う

まち千代田 
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カ 都市交流事業（特別区全国連携プロジェクト等） 

（ア）全国連携講演会の開催 

 自治体間連携や地域活性化などに関する講演会を実施する。 

＜令和6年度実績＞ 

 

（イ）魅力発信イベントの開催 

 各地域の観光振興、物産販売を通じた産業振興、各地域の魅力を伝える文化振興など

に資することを目的としたイベントを実施する。 

＜令和6年度実績＞ 

イベント名 令和６年度魅力発信イベント 

展示日 令和６年10月30日（水）・31日（木） 

会場 明治安田ヴィレッジ丸の内 

実施内容 広域連携協定締結先13地域372自治体の写真を使用したパネル展示や、全国

の賛同自治体を含めたパンフレットの配布や物産展、自治体PRステージなど 

 

第
１
回
講
演
会 

開催日 令和６年８月28日（水）  

講師等 【第１部：講演】 

「目指すべきWin-Win(ウィン‐ウィン)の取り組みへ 

   ～特別区長会と北海道町村会との交流を踏まえて～」 

北海道町村会 棚野 孝夫 会長（白糠町長） 

【第２部：対談】 

「特別区全国連携プロジェクト10年のあゆみとこれから」 

北海道町村会 棚野 孝夫 会長（白糠町長） 

特別区長会  吉住 健一 会長（新宿区長） 

聴講者数 175人（対面54人、オンライン121人） 

第
２
回
講
演
会 

開催日 令和７年１月20日（月）  

講師等 【第１部：講演】 

「遠隔自治体連携の可能性と展望 

   ～全国連携プロジェクト10年を経て～」 

東京都立大学大学院 法学政治学研究科・法学部教授 

大杉 覚  

【第２部：対談】 

東京都立大学大学院 法学政治学研究科・法学部教授 

大杉 覚  

明治安田生命保険相互会社 執行役員 地域リレーション推進部長 

金澤 善明  

聴講者数 92人（対面32人、オンライン60人） 
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（ウ）連携団体等紹介展示の開催 

 東京区政会館1階エントランスホールを活用した特別区全国連携プロジェクトに関す

るＰＲや連携自治体の産業や魅力等の展示を実施する。 

＜令和6年度実績＞ 

展示期間 テーマ 

令和６年 

７月９日～８月29日 

令和６年度第１回全国連携展示 

「特別区全国連携プロジェクト10年のあゆみ」 

令和７年 

１月10日～３月４日 

令和６年度第２回全国連携展示 

「特別区全国連携プロジェクト10年のあゆみ 

～パネルで振り返る軌跡～」 

 

（エ）ホームページの管理・運営 

 特別区全国連携プロジェクトのホームページの管理・運営を行っている。本ホームペ

ージは、「会員自治体用ホームページ」と「公開ホームページ」の二種類で構成されてい

る。 

  ＜公開ホームページ＞ 

広く全国に向けて特別区全国連携プロジェクトの取組をＰＲするもので、特別区と

全国市町村の連携交流事業等の紹介、各自治体からのＰＲ情報を掲載したトピックス、

特別区制度の紹介等を掲載 

  ＜会員自治体用ホームページ＞ 

特別区と会員自治体が掲示板を活用して閲覧・書き込みを行うことで、連携・交流

に関する情報を交換し合う場を提供 

会員自治体数：374団体（令和7年4月1日現在） 

 

（オ）公式Ｘ（旧ツイッター）の運用 

 公式Ｘ（旧ツイッター）を活用してホームページ会員自治体についてのポストやイベ

ント情報などを発信し、公開ホームページの活用促進と情報発信の強化を図る。 
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（カ）ＰＲ情報紙（東京23区全国連携ＮＥＷＳ）の発行 

 特別区全国連携プロジェクトの取組を広くＰＲするため、東京23区全国連携ＮＥＷＳ

を発行する。 

＜令和6年度実績＞ 

号数（発行年月） 掲載内容 発行部数 

VOL.10 

（令和６年10月） 

・プロジェクト10周年 

 特別区長会会長あいさつ 

・プロジェクト取組の振り返り 

・東北絆まつり実行委員会の寄稿文 など 各7,000部 

（23区、協定締結団

体・企業等に配布） 
VOL.11 

（令和７年３月） 

・第２回全国連携講演会及びプロジェクトの

今後について、東京都立大学大学院 法学

政治学研究科 大杉覚教授による寄稿文 

・令和６年度に実施した事業の概要 

・会員用HPの活用方法 など 

  

(3) 刊行物の発行 

    特別区の行政運営上の参考に資することを目的とし、次の資料・刊行物を作成し、各特

別区等に配布している。 

＜令和6年度実績＞ 

品        名 部 数 備        考 

区政会館だより（12回） 

 

 

 

 

令和6年度事業概要 

 

 

 

第44回特別区の統計（令和6年版） 

特別区幹部職員名簿 

 

特別区法務資料（第54巻） 

 

東京23区情報誌「Ｏｎｅ２３」（4回） 

 

 

 

特別区議会議員講演会講演録 

各10,600 

 

 

 

850 

 

 

 

2,350 

3,200 

 

1,600 

 

各17,000 

 

 

 

各1,000 

6団体（特別区長会、特別区議会議長会、

特別区人事・厚生事務組合、本協議会、

東京二十三区清掃一部事務組合、特別区

競馬組合）の広報誌(№409～420) 

 

5団体（特別区人事・厚生事務組合、本

協議会、公益財団法人東京都区市町村振

興協会、特別区職員互助組合、社会福祉

法人特別区社会福祉事業団）の事業概要 

各区における行財政等の統計資料 

特別区の区長、副区長、部課長の氏名・

連絡先 

特別区における訴訟事件の判決等 

 

特別区の観光情報、特別区自治情報・交

流センター所蔵資料の紹介等(№57～

60) 

 

特別区議会議員講演会の講演内容・資料 
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(4) オール東京62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」 

平成19年10月に発表した「みどり東京・温暖化防止プロジェクト共同宣言」に掲げる3つ

の共同行動方針に基づき、オール東京62市区町村共同事業の企画運営を行う。 

＜共同行動方針＞ 

ア CO₂削減につながる活動の普及・省エネルギーの促進・温室効果ガス排出抑制 

イ みどりの保全と地球温暖化防止対策を推進するための連携体制構築 

ウ 人々が環境を考え、行動できる場の設定 

 

＜令和6年度実績＞ 

(ア) 温室効果ガス標準算定手法の共有化推進 

 「温室効果ガス排出量算定手法に関する説明書」により、自治体ごとの温室効果ガス

排出量を算定し公開した。 

・担当者説明会（令和6年5月23日、5月27日※） ※Web配信 

・プレス発表（令和6年5月29日） 

(イ) 各団体の実施する事業との連携 

 a 市区町村の実施事業について、1自治体あたり100万円を上限に市区町村に助成した。 

 b 助成金活用の事例をホームページで公表した。 

(ウ) ホームページの維持管理・コンテンツの充実 

「ＥＣＯネット東京 62」の「環境インフォメーション」、「みどり東京レター」等の

コンテンツを適宜更新、充実させて「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」の普及啓

発を図った。 

(エ) 気候変動対策支援事業 

・本事業は、「脱炭素社会」と「気候変動に適応した社会」の実現を目指す都内 62 市区

町村に向け、それぞれの地域特性に合った実効性のある取組ができるよう、伴走支援

をする事業。 

・事業説明会（1 回）、意見交換会（6 回）、事例視察（2 回）、個別支援を行った。 

また、事例集を 62 市区町村へ送付した。 

(オ) オール東京 62 環境担当者研修会 

   各自治体の現状やニーズを踏まえ、複数のテーマを設定し、自治体間の情報共有や環

境事業の知見の蓄積や専門知識の享受に向けて研修会を開催した。 

   研修会（令和6年5月24日、7月23日、8月8日、10月29日、11月11日、令和7年1月28日、

2月20日の7回）※Web配信と視察 

(カ) 市区町村等主催イベントでのＰＲ、普及啓発展示 

62 市区町村等が主催するイベント等で「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」の PR

や、メインパネル等を使用して CO₂削減や地球温暖化防止策につながる活動の普及啓発

を行った。また、都内の地図を使用して各自治体の環境事業を紹介するワークショップ

を実施した。 

24 自治体（あきる野市ほか 23 自治体）と 1 団体（立川商工会議所）に出展した。 
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(5) 法務調査事業 

ア 紛争の調査・研究 

  特別区の事務事業に係る法律上の紛争の調査及び研究を行う。 

イ 情報の収集・提供 

  紛争及び特別区に関する法規に関する情報の収集及び提供を行う。 

ウ 法務資料の編集・発行 

  特別区法務資料を年1回発行する。 

エ 費用の立替え 

  紛争の解決に要する費用を立て替える。 
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２ 災害共済事業（定款第４条第１項第２号） 

 特別区が所有又は占有する財産の不慮の災害に対し、相互救済を行うことにより、区財政の

合理的節減に寄与することを目的として実施している。昭和24年9月に小中学校及び区庁舎等が

東京都から移譲されたのに伴い、昭和25年2月にこれらの物件を対象にして、民間損保よりも低

い料率の区有物件火災共済事業として発足した。昭和38年4月からは、区有自動車についても同

様の損害共済事業を開始した（平成12年度をもって廃止）。 

 平成12年度に本協議会の事務事業の見直しを行い、火災共済制度については、大規模災害（１

災害あたり10億円を超える損害額）に対する危険負担の転嫁を目的とした民間再保険を導入し、

制度の安定化と各区負担金の大幅な削減を行った。また、平成28年度からは共済分担金の基率

を変更することなく、1事故の支払限度額を2億円と定めて、風水害、雪災、土砂崩れによる損

害を共済金の支払対象に加えた。 

 なお、公益財団法人移行に伴い平成24年度から火災共済事業分担金に剰余金が生じた場合、

翌事業年度に負担した分担金額に応じて各区に返還している。 

 令和６年度の災害共済事業は、火災共済の加入が19,173件（共済責任額2,185,032,130,000円、

分担金48,669,341円）である。なお、令和６年度の再保険は、19,892,660円である。 

 また、3級建物（木造）に対する再保険は、共済責任額2,500万円以上のものについて、その

責任額の3.5割を契約している。 

 令和7年3月31日現在の災害共済支払準備資産の現在高は、2,779,550,724円である。 

災害共済事業の内容 

   共済の目的物 

 

 ・建物及び工作物 

 ・備品・機械・自動車等建物内に収容する動産 

   共 済 期 間   1年 

   共済金の給付 

 

 民間保険に準じ、原則として比例てん補方式か委託割合条件付実損 

 てん補特約方式により給付額を決定 
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加入状況 （単位：件・円）

件数　 分担金 ※ 返還金
14,806 36,000,303
15,308 35,395,032
15,134 35,990,053 13,133,969
15,495 36,455,883 9,613,501
15,869 35,000,080 14,793,295
16,111 36,613,232 27,073,741
16,451 38,649,572 0
16,451 38,649,572 0
16,888 41,897,936 0
17,298 41,984,655 0
17,298 42,171,987 0
17,414 42,949,215 0
18,702 44,260,011 0
18,906 46,537,950 0
19,173 48,668,508 0

2,079 1,662,347 0
282 2,780,919 0
616 1,913,639 0
578 1,812,979 0
487 2,268,683 0
158 1,468,258 0
520 2,603,524 0

1,163 2,559,102 0
950 3,473,088 0
292 1,338,961 0
606 3,122,499 0

1,890 4,357,549 0
630 2,126,132 0
476 915,864 0
808 1,425,268 0
566 2,305,472 0
784 1,428,439 0
532 996,209 0
584 887,468 0

1,641 1,824,178 0
473 3,790,026 0

1,748 1,644,454 0
1,144 1,797,061 0
165 113,621 0
1 52,768 0

19,173 48,668,508 0

共済金支払状況

件数
22 2
23 6
24 6
25 8
26 6
27 3
28 4
29 41
30 17

　　元 57
2 70
3 9
4 9
5 5
6 12

140,972,050,000
28,676,380,000

79,679,500,000
76,832,800,000

216,586,880,000
51,322,130,000
60,753,720,000
79,921,280,000

129,387,870,000

2,185,032,130,000

26 1,598,993,980,000
27 1,651,072,820,000

22 1,663,519,570,000
23 1,610,952,140,000
24 1,620,030,920,000

28 1,796,896,200,000
29 1,796,896,200,000
30 1,846,157,600,000

年度
火災共済

共済責任額

25 1,650,838,010,000

52,013,484

4 2,000,026,110,000

元 1,867,284,950,000

（６年度内訳）
千代田 101,434,500,000
中　央 187,821,410,000
港 116,229,770,000

2 1,907,768,010,000

5 2,089,080,320,000

墨　田 162,289,900,000
江　東 65,555,810,000
品　川 213,064,700,000

新　宿 113,473,880,000
文　京
台　東

渋　谷
中　野
杉　並

目　黒
大　田
世田谷

板　橋

豊　島
北

荒　川

年度
火災共済

金額

葛　飾
江戸川 83,626,830,000
特人厚 7,558,950,000

46,264,950,000
30,489,170,000
36,054,050,000
35,953,260,000
88,475,810,000
29,088,620,000

　※　上記加入状況における分担金額については、中途解約による返還金控除前の実績である。

14,000,288

6

148,319,279

239,206,828
70,495,589

3 1,943,257,610,000

14,248,861
545,184

86,188,677
52,176,105
35,141,301
38,436,714

13,981,050
35,032,250
16,440,560
15,125,506

斎場組 3,517,910,000
合計 2,185,032,130,000

（単位：件・円）

練　馬
足　立
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３ 特別区自治体総合賠償責任保険（定款第４条第２項第２号） 

昭和54年4月に発足した保険制度で、特別区を被保険者として、本協議会が損害保険会社（3

社の共同引受）と団体契約を締結し、保険料分担金の収納、保険料の払込等の事務を取扱って

いる。 

この保険の構成は、特別区の施設や業務に起因する事故について、特別区が法律上の賠償責

任を負担することによって被る損害をてん補する「賠償責任保険」と、法律的責任はないが道

義的立場で特別区が被害者に支払う補償金（見舞金）をてん補する「補償保険」の2本立てとな

っている。 

また、平成23年度より予防接種事故にかかる賠償責任を負担することによって被る損害をて

ん補する「予防接種実施主体特約保険」を、平成28年10月より個人情報の漏えいによって被る

損害をてん補する「個人情報取扱事業者保険」も新たに設けた（加入は任意）。「個人情報取

扱事業者保険」は、商品内容改定に伴い、令和4年度から「サイバー保険」へと名称が変更とな

った。平成31年度より「予防接種実施主体特約保険」「サイバー保険」いずれも全区が加入と

なっている。 

 (1) 制度の概要 

ア 保険契約者 本協議会 

イ 被保険者   特別区（例外的に他の団体又は個人が被保険者となる場合がある。） 

ウ 保険期間   毎年4月1日から翌年3月31日までの1年間 

エ 令和７年度の保険料（分担金率） 

 (ア) 賠償責任保険             区有財産建物面積10㎡あたり         90円 

 (イ) 補 償 保 険             住民登録人口1人あたり           2.8円 

（ウ） 予防接種実施主体特約保険 住民登録人口1人あたり             2.0円 

（エ） サイバー保険            住民登録人口1人あたり      2.2～3.0円  

 

オ 保険金額（保険金支払限度額） 

 (ア) 賠償責任保険 

○身体傷害事故     1人につき    100,000,000円 

            1事故につき 1,000,000,000円 

○財物損壊事故     1事故につき 20,000,000円 

 (イ) 補償保険 

○死亡補償保険金    1人につき 500,000円 

○後遺障害補償保険金  障害の程度区分により1人につき 20,000円～500,000円 

○入院等医療補償保険金 入院日数15日以下 10,000円  通院日数6日以上 10,000円 

              〃  16～30日 20,000円 

              〃  31～60日 30,000円 

              〃  61～90日 40,000円 

              〃  91日以上 50,000円 
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（ウ） 予防接種実施主体特約保険（任意加入） 

   〇予防接種法による救済措置       国の負担分2/4・都道府県の負担分1/4 

                       区の負担分1/4を補償 

   〇行政措置災害補償 

区が自らの行政措置として行う法定外の予防接種にかかる事故 

死亡補償保険金  4,670.0万円 

障害補償保険金  障害の程度区分により1級（4,670.0万円）～3級（2,373.9万円） 

  （エ） サイバー保険（任意加入） 

   〇第三者への損害賠償に関する費用        Ａプラン 1億円、Ｂプラン 2億円 

   〇事故発生時の各種対応費用           1事故・期間中3,000万円 

   

(2) 令和６年度保険料及び保険金支払実績 

 

区名 

保険料分担金 保険金支払実績 

賠償責任保険 補償保険 計 
予防接種実施 

主体特約保険 
サイバー保険 件数 金額 

千代田 3,321,410 191,230 3,512,640 136,590 204,890 5 2,016,366 

中 央 5,498,780 490,600 5,989,380 350,430 525,650 3 829,442 

港 7,050,830 739,120 7,789,950 527,940 791,910 7 399,874 

新 宿 5,689,180 969,680 6,658,860 692,630 1,038,940 2 55,597 

文 京 3,969,790 644,560 4,614,350 460,400 575,500 8 33,920,919 

台 東 4,152,710 584,710 4,737,420 417,650 626,470 8 5,455,093 

墨 田 4,713,820 789,840 5,503,660 564,170 846,260 6 5,058,391 

江 東 8,793,960 1,498,850 10,292,810 1,070,610 1,605,920 5 5,356,712 

品 川 7,579,060 1,137,810 8,716,870 812,720 1,219,090 7 1,176,658 

目 黒 4,739,970 781,900 5,521,870 558,500 698,130 5 1,464,203 

大 田 11,326,160 2,049,810 13,375,970 1,464,150 2,196,220 16 3,080,351 

世田谷 11,493,510 2,569,570 14,063,080 1,835,410 2,753,120 18 4,875,849 

渋 谷 5,000,490 644,320 5,644,810 460,230 690,350 5 579,622 

中 野 4,517,600 938,520 5,456,120 670,370 837,970 6 182,780 

杉 並 7,729,470 1,602,910 9,332,380 1,144,940 1,431,170 15 8,527,206 

豊 島 3,899,890 810,480 4,710,370 578,910 723,640 43 1,105,171 

北 6,459,210 994,480 7,453,690 710,340 1,065,510 8 2,305,802 

荒 川 4,174,870 608,250 4,783,120 434,470 651,700 8 110,000 

板 橋 8,303,560 1,596,210 9,899,770 1,140,150 1,425,190 10 608,017 

練 馬 10,471,530 2,071,320 12,542,850 1,479,510 2,219,270 70 2,152,877 

足 立 10,627,980 1,935,840 12,563,820 1,382,740 2,074,120 24 6,282,204 

葛 飾 7,655,390 1,302,800 8,958,190 930,570 1,163,210 41 2,262,261 

江戸川 10,167,260 1,927,800 12,095,060 1,377,000 1,721,250 16 3,434,414 

合計 157,336,430 26,880,610 184,217,040 19,200,430 27,085,480 336 91,239,809 
 
注１ 令和６年度については、優良戻し制度による令和５年度賠償責任保険料の返還はなかった(損害率２０％超のため)。 
注２ 令和６年度については、優良戻し制度による令和５年度補償保険料の３０％(8,007,114 円)が返還された。 
注３ 令和７年 3 月 31 日現在の未払保険金は、134 件、130,658,490 円となっている。 
    (内訳) 賠償保険  112 件  130,058,490 円 
        補償保険   22 件      600,000 円 
注４ 保険金支払実績欄の金額は、過年度に保険金支払後、加害者等への求償等により保険会社において保険金 の回収が

発生した場合に当該事案区に対する令和６年度保険金支払額から令和５年度中に保険会社が回収 した金額を差し引
いた金額で表示したものである。 

 

(単位：件・円) 
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４ 東京区政会館等の管理運営事業（定款第４条第１項第３号） 

(1) 東京区政会館の管理運営 

ア 建設の経緯等 

 東京区政会館の建設については、平成2年2月にブロック代表区長及び常務理事で構成する

自治会館（仮称）建設推進委員会（以下「推進委員会」という。）を設置した。平成9年10月

に本協議会が建設用地を取得したことを受け、推進委員会では平成10年4月16日に自治会館

（仮称）基本計画を策定した。平成11年6月には、実施計画の策定等建設計画の具体化に向け、

これまでの推進委員会に替え、特別区長会役員及び地元の千代田区長で構成する自治会館（仮

称）建設委員会（以下「建設委員会」という。）を設置した。 

 自治会館（仮称）実施計画は、中間報告をまとめたうえで、各区議会等から寄せられた意

見・要望をもとに修正を行い、平成12年2月25日に開催された本協議会総会において承認され

た。また、土地の有効活用を図るため、平成12年5月31日に本協議会用地の一角にある隣接地

を取得した。 

 その後基本設計・実施設計の策定に着手し、基本設計は、平成12年12月に基本設計その１

（概略設計）、平成13年5月に基本設計その2と二段階に分けて策定し、平成14年4月に実施設

計を策定した。 

 自治会館（仮称）新築工事は、制限付一般競争入札を行い、平成14年8月21日に各建設共同

企業体等と契約し、同22日から工事に着工した。 

 建物の名称については、平成16年1月開催の建設委員会において「東京区政会館」の名称が

選定され、同日開催の本協議会理事会で決定された。 

当初の入居団体及び賃料・維持費分担金については、平成16年9月開催の建設委員会を経て、

同月の本協議会理事会で決定された。 

 

イ 建物の管理運営 

特別区の共同処理事務を行う一部事務組合等への事務室の提供や、特別区長会、特別区議

会議長会をはじめとする各種会議体への会議室の提供を行うとともに、公益的な団体等へ執

務場所の提供を行っている。 

建物の維持管理及び管理運営にあたっては、建物運営に係る各種実績値に基づいて収支計

画を検証しながら、建物管理計画を策定し適正な管理運営・経営を行っている。また、令和

4年度に策定した新たな中長期保全計画に基づき、建物の機能を長期にわたり良好に維持し

ていく。 

【建物等の概要】 

しゅん工       平成17年5月 

敷地面積       4,465.48㎡ 

延べ面積       36,568.01㎡ 

階  数       地下3階・地上21階・塔屋2階 

駐 車 場       73台（地上2台、地下1階33台、地下2階38台） 

入居団体・テナント数 17団体 
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(2) 東京区政会館別館の管理運営 

ア 建設の経緯等 

旧東京区政会館本館は、平成19年度から特別区職員研修所として特別区人事・厚生事務組

合に貸与していたが、老朽化及び耐震強度不足に対応するため、現地建替えによる再整備を

行うこととした。その間の同研修所の仮移転先として東京区政会館分室を賃借し、仮移転の

完了した平成28年3月を以て旧東京区政会館本館を閉鎖した。 

旧東京区政会館本館については、整備計画に沿って、アスベスト等除去を含む解体工事を

平成28年度末に完了した。解体後の土地については、建設着工までの間、民間会社への賃貸

により駐車場として活用した。 

その後、（仮称）東京区政会館別館建設の基本的な考え方をまとめた基本構想に基づき、平

成30年度には基本設計を策定し、令和元年度には、基本設計での内容を詳細に検討した実施

設計を策定した。その実施設計をもとに令和2年5月から（仮称）東京区政会館別館建設工事

に着手した。 

建物の名称については、令和2年11月16日開催の本協議会理事会において「東京区政会館別

館」に決定された。 

 

イ 建物の管理運営 

特別区人事・厚生事務組合（特別区職員研修所）へ事務室の提供を行うとともに、東京区

政会館同様、令和4年度に策定した中長期保全計画に基づき、建物の維持管理及び管理運営を

適切に行う。 

【建物等の概要】 

しゅん工       令和4年7月 

敷地面積       470.06㎡ 

延べ面積       3,522.57㎡ 

階  数       地下1階 地上9階建 

駐 車 場       9台（機械式駐車場7台、平置き2台） 

 入居団体・テナント数 2団体 
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